
（財）財務会計基準機構会員   

平成１７年３月期                  中 間 決 算 短 信（ 連 結 ）                平成16年11月 2日 

上 場 会 社 名 三井造船株式� 
 ④

 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率                     

（注） 期末発行済株式数（連結） 

13,088  △ 15,132



 2 

企業集団企業集団

製 造 ・ 販 売 
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製造・販売 
 
MITSUI BABCOCK ENERGY LTD. 
三井造船マシナリー・サービス㈱ 
昭和飛行機工業㈱ 
㈱三造機械部品加工センター 
三造メタル㈱ 
ほか連結子会社16社 
新潟造船㈱ 
南日本造船㈱ 

三井造船千葉機工エンジニアリング㈱ 
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経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    
 
１１１１．．．．経営経営経営経営のののの基本方針基本方針基本方針基本方針    
当社は、「伝統に培われた多彩な技術と感性豊かな総合力で、地球を舞台に社会に役立つ価値

を創造する」ことを経営理念としております。 
この経営理念のもと、地球環境保全、限られた資源及びエネルギーの有効利用という視点を重

視し、グローバルかつ常に変化する諸問題に対し、船舶・海洋、環境リサイクル、プラント建窃㫳研 窃涯、２２２２．．．利益配分利益配分利益配分にににに関関関
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＜図１．業務執行・監視体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○当社の内部統制の仕組みは図２．のとおりであります。 
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経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    及及及及    びびびび    財財財財    政政政政    状状状状    態態態態    
 

１１１１．．．．経営成績経営成績経営成績経営成績    

(1)当中間期の連結業績の概況 

当中間期におけるわが国経済は、成長速度をやや緩めながらも、輸出や民間設備投資の高い伸
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２２２２．．．．財政状態財政状態財政状態財政状態    

(1)資産の状況 

当中間期末は、棚卸資産 112 億円の増加等により、総資産は 237 億円増加し 6,300 億円となり

ました。負債の部では、豊富な受注案件により前受金が 196 億円増加したことなどにより負債合

計は 248 億円増加しました。 

 

(2)連結キャッシュ･フローの状況 

当中間期における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収が進んだものの売上

高の大幅な増加もあり、前年同期比では 123 億円減少し 131 億円となりました。投資活動による

キャッシュ・フローは、三井海洋開発(株)の FPSO 建造
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中中中中    間間間間    連連連連            結結結結            財財財財    務務務務    諸諸諸諸    表表表表    等等等等    
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位 百万円） 
科      目 当中間連結会計期間 

(16.4.1～16.9.3,

 28,402  △ 11,822  39,950  

 預入期間が3ヶ月を超える定期預金の純増減額 8  △    38 46 25 
 有価証券の売却による収入  1,419  1,091 328 2,842 
 有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 8,175 △  3,714 △ 4,461 △ 5,938 
 有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 2,065 61 2,004 3,949 
 投資有価証券の取得による支出  △  2,300 △  1,131 △ 1,169 △ 3,314 
 投資有価証券の売却による収入  14 330 
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〔中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項〕 
 
1.連結の範囲に関する事項 
(1)  主要な連結子会社名 
三井造船千葉機工エンジニアリング㈱、三井海洋開発㈱、三造企業㈱、四国ドック㈱、 
新潟造船㈱、三井造船鉄構工事㈱、ドーピー建設工業㈱、三井造船マシナリー・サービス㈱、 
㈱三造機械部品加工センター、三造メタル㈱、㈱エイ・ディー・ディー、 
三改TE) LTD. 、 

ENGINEERS AND CONSTRUCTORS INTERNATIONAL, INC. 

(2) 主要な持分法適用会社名 
南日本造船㈱、昭和飛行機工業㈱、㈱三井三池製作所 

(3) 連結子会社及び持分法適用会社の異動状況 
   ① 連結子会社 

ａ．新規連結による増加            １社 
決算財務諸表を使用しているが、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っている。 
 
3.会計処理基準に関する事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
 ① 子会社株式及び関連会社株式 
   移動平均法による原価法 
 ② その他有価証券         

時価のあるもの ･･････ 主として、中間期末日前１カ月間の市場価格等の平均に基づく時
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連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいて計上している。 
 
7.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金（短期貸付金を含む）及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について
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〔事業の種類別セグメント情報〕 

（単位 百万円） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間（平 16.4.1 ～ 平 16.9.30）  
  

 15,514 15,320 2)

 (6,748) 232,882 

 売 上 高         
 外部顧客に対する売上高 94,922 9,815  67,825 16,085 10,991 199,638 －  199,638 
 ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 280 －  1,753 4 

280

æ

"

 18,473  2  18,475  
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〔海外売上高〕 
（単位 百万円） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間（平 16.4.1 ～ 平 16.9.30）  
 ア ジ ア 欧    州 中 近 東 中南米 そ の 他 計 
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〔生産、受注及び販売の状況〕 

生    産    実    績 

280,144 49.7 278,000 46.9 349,261 58.3 

 41.5  



 24 

〔リース取引〕 
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